
　令和７年７月８日（火）　於：外務省南３９６号会議室

　委　員　長 中谷　和弘

　委　　　員 三笘 裕、宮本 和之、門伝 明子、増井 良啓

抽出案件 （備考）

一般競争方式（政府調達に関する協定適用対象） 0/14 件 審査対象：

一般競争方式（上記以外） 1/76 件

指名競争方式 1/2 件

企画競争に基づく随意契約方式 0/6 件

公募に基づく随意契約方式 0/0 件

その他の随意契約方式 8/69 件

167 件合　　計

令和７年度第２回（第７０回）　外務省契約監視委員会

議 事 概 要

開催日及び場所

委　　　　　員

　令和６年度第４四半期

　リモート開催

その他
会計課調達官より「『令和６年度外務省調達改善計画』年度末に係る自己評
価」について報告をし、各委員より了解を得られた。

委員からの意見・
質問、それに対す
る外務省の回答等

意　見　・　質　問 回　　　　　答

　別紙のとおり。 　別紙のとおり。

委員会による意見
の具申又は勧告の
内容

　なし



別紙

１ 物品・役務等の契約（総括表）

　（特段の意見等なし）

２ 指名停止等の運用状況

　（特段の意見なし）

３ 再度入札における一位不動状況

　（特段の意見なし）

４ 低入札価格調査制度調査対象の発生状況

　（特段の意見なし）

５ 抽出案件の審議

○ 一者応札の理由如何。 ● 本案件で調達する大阪・関西万博関連グッズ
は、公益社団法人２０２５年日本国際博覧会
協会を通じたライセンス保持者のみが販売可
能なため取り扱い可能な事業者が限られてお
り、また、参考見積りの提出があった他事業
者に入札不参加理由を聴取したところ、営業
努力等で値引きが難しく他事業者との価格競
争が困難であったとの回答を受けた。

○ ライセンスを有する事業者は複数者存在する
のか。また、他省庁でも同様に大阪・関西万
博関連グッズを調達していると思料するが、
他省庁では本契約事業者とは異なる事業者と
契約しているのか。

● ライセンスを有する事業者は複数者存在し、
外務省と同様に他省庁においても大阪・関西
万博関連グッズを関係者へのＰＲ配布目的で
調達していると思料する。他省庁がどの事業
者と契約しているのか全て把握してはいない
が、特定の一者のみとすべての契約をしてい
るわけではないと思料する。

○ 契約関係書類を拝見すると発売元メーカーが
指定されているが、発売元メーカーと直接契
約することができなかった理由如何。発売元
メーカーが決まっているのであれば、直接契
約することでより安価に調達することができ
たのではないかと思料する。また、同じ発売
元メーカーからの調達であれば、複数の流通
事業者から応札があった場合でも同じ契約金
額になることが考えられるため、競争入札に
する必要性についても説明いただきたい。

● 発売元メーカーである事業者は本ピンバッジ
を製造し、ライセンスを保持するＥＸＰＯ２
０２５オフィシャルショップに販売してお
り、一般への直接販売はしておらず、本バッ
ジはＥＸＰＯ２０２５オフィシャルショップ
からのみ購入可能となる。
また、本案件については、入札前に各ライセ
ンス保持者に価格競争が働かない根拠資料
（出精値引き等を禁止する通知等）があるか
確認したものの存在しなかったため、一般競
争入札の手続きを行った。

○ 原産国が中国ということはピンバッジ自体に
記載があるのか。

● 然り。素材や、値段が併せ記載され、ライセ
ンスシールも添付されている。

外務省

②－４５：大阪・関西万博２０２５ピンバッジ
の購入

委員



○ 本案件で一括して調達したグッズを各在外公
館にどのように送付しているのか。

● 外務本省から外交荷物として各在外公館に本
契約のＰＲグッズを発送している。個数につ
いては、各在外公館の規模に応じて調整して
いるが、平均して約１００個を４７の在外公
館に配布している。

○ 大阪・関西万博の公式キャラクターについて
は特殊なキャラクターと思料するが、何を表
しているのか等を説明するマニュアルはある
のか。

● 大阪・関西万博をＰＲすることを、外務本省
から各在外公館に指示しており、その中で、
大阪・関西万博のテーマと共に、公式キャラ
クターがシンボルとして意図するものについ
ても説明するよう、また、より詳しく知りた
い方には万博のホームページを案内するよう
指示をしている。

○ 万博のＰＲグッズは今回調達したピンバッジ
の他に、ペンやポスター等様々な広報グッズ
があると思うが、ピンバッジを選定するにあ
たり、調査やアンケートは実施したのか。

● 外務省では前年度以前には他のＰＲグッズの
調達を行ったが、今回は以前と同じグッズで
はなくピンバッジを選定した。これは各国の
賓客を日本にお迎えする際や在外公館の大使
や総領事が相手国政府高官と会う際に自身が
身につけ、同じグッズを実際にお渡しするこ
とにより、ＰＲ効果があるのではないかとい
う観点から今回はピンバッジを選定した。

○ 契約関係書類に発売元メーカーが記載されて
いるが、ライセンスにより当該事業者のみし
か製造することができないことから、発売元
メーカーを指定したのか。

● 然り。

○ この発売元メーカーは国際万博博覧会協会か
ら情報を得て特定したということか。

● 然り。

○ 随意契約の理由について資料を確認すると、
万博の迎賓館運営業務は、国際万博博覧会協
会が本契約事業者と契約しているため、外務
省においても本契約事業者以外と契約するこ
とができないということだが、国際万博博覧
会協会が受託者を選定する段階で、外務省の
条件をインプットする機会はあったのか。

● 迎賓館の運営業務は公募型プロポーザル方式
で公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協
会が受託者を選定しているが、その際に外務
省員も１名、選定委員会の委員として参加し
た。迎賓館の運営は、外国の賓客に対する接
遇を行う事業のため、単価についてのみでは
なく、外交的な接遇を問題なく行える事業者
かという観点から選定に参加した。

○ 本案件は発注の頻度が高く、人数が直前まで
確定しない状況とのことだが、現在まで約半
分の日程が経過した中で、実際に何回開催さ
れ、契約金額と実績において、当初の想定と
相違なく実施できているのか。

● ナショナルデーや午餐会、晩餐会の予定が
キャンセルとなった国はほとんどなく、４月
及び５月の実績では３８件（午餐会３０件、
晩餐会８件）実施しており、現在のところ件
数や人数については当初の想定どおりであ
り、予算を大きく超えることなく順調に進ん
でいる。

○ 午餐会と晩餐会は和食主体か、または洋食主
体か。また、各単価には飲み物代も含まれて
いるのか。

● 基本的には相手国の賓客の嗜好に合わせ和
食、洋食、折衷を提示している。実績では和
食より和洋折衷の方が多い。また、国によっ
ては宗教上の禁忌や、菜食主義の方、アレル
ギーなどがあるため、１人１人に合った食事
を楽しんでいただけるよう努めている。な
お、飲み物は各単価に含まれている。

⑥－３８：「２０２５年大阪・関西万博設宴運
営」業務委嘱

委員 外務省



○ １回あたり原則最大３０名（日本側１５名、
相手側１５名）とあるが、人選についてはど
のタイミングで把握されるのか。

● 相手国一行に関する情報は、来日するタイミ
ングで相手国政府から現地の日本大使館に通
知されるか、各国の在京大使館から外務本省
に通知されることが多く、どちらかの外交
ルートを通じて相手国の参加者が判明する。
日本側の人選については、公益社団法人２０
２５年日本国際博覧会協会が外務省や関係省
庁、大阪府等と協議をし、その国にゆかりの
ある方を広くリストアップした上で招待して
いる。具体的には、２０２５年日本国際博覧
会担当羽田政府代表や、相手国の賓客のレベ
ルに応じ、外務省の副大臣や政務官、万博担
当大臣などが日本政府の代表として出席す
る。また、公益社団法人２０２５年日本国際
博覧会協会を代表し、事務総長、副事務総
長、または儀典長に加え、大阪府を代表し、
知事や副知事が出席されているが関西におい
てその国とゆかりのある企業や、その国で大
きな貢献をされた民間の方なども広くリスト
アップし、お声掛けをしている。

○ ナショナルデーの日程は現段階でほぼ決定し
ており、個人名は特定できなくとも来日する
国は判明しているのか。

● 然り。

○ 資料の調達方式に、随意契約（特命随意契
約）とあり、本件設宴の初日は令和７年４月
１４日となっているため、十分な設宴準備期
間確保のため、令和７年度予算成立を待たず
令和６年度内に契約締結する必要があった。
そのため、令和６年度補正にて、令和７年度
当初予算（要求中）のうち約２５億円に対し
てゼロ国債を取得したと記載があるが、この
２５億円の中に本案件の契約金額は含まれて
いるのか。

● 然り。

○ 午餐会や晩餐会の金額について、本契約事業
者が普段提供しているサービスや、他事業者
の金額と比較して妥当かどうかの確認や価格
交渉などはされたのか。

● 然り。東京で外務大臣が各国の要人を接遇す
る際や外相会談を行う際に提供する料理、
サービスの価格等を比較した上で妥当な金額
であると判断した。

○ 本件業務は本契約事業者と継続して契約をし
ていると思料するが、契約は年度毎か、また
は数年度毎に行っているのか。

● 偽造変造の防止といった信頼性確保の観点か
ら、これまで継続的に本契約事業者と契約を
しており、１年度毎に契約を行っている。

○ 契約金額の経年変化如何。 ● 単価と数量については毎年度内容を精査し、
仕様に沿った形で単価契約をしている。今回
２０２５旅券を導入する際には、印刷機、仕
分け機といった大型の作成機械を１０年単位
で導入するため、１０年間で割った減価償却
費が上乗せとなっており、それが契約金額の
差となっている。

⑥－６８：「旅券冊子等製造及び集中作成」業
務委嘱

委員 外務省



○ 本案件の契約期間は令和７年３月２４日から
令和８年度末までと、年度を跨いだ契約と
なっているが、国庫債務負担行為の手続きを
取っているのか。
また、旅券発給の際に申請者が支払う手数料
で、旅券の作成費用をどの程度賄えているの
か。旅券の作成コストが上昇すると、それに
伴い申請手数料も上げる必要があると思料す
るが、収支計算はされているのか。

● ２０２５旅券の導入にあたり、当初令和６年
度予算において、ブランク冊子の作成費とし
て１０万冊分を計上していたが、申請数の波
を考慮し、年度末にブランク冊子が枯渇しな
いよう、令和６年度補正予算にて１２０万冊
の作成費を計上した。他方、補正予算が承認
された後、様々な運用試験や検査等実施の結
果、令和６年度内に１２０万冊の製造が困難
であることを確認した。そのため、予算自体
を翌債という形で令和７年度に回すことで、
令和８年３月末までの期間で契約を締結し
た。旅券の作成コストは仕様によって変動す
るが、手数料には、海外の在留邦人や海外に
渡航されている方々の邦人援護に係る経費も
含まれている。料金設定については、海外と
の比較等、様々な形で調査をしているが、現
在に至るまで１０年冊子約１万６千円、５年
冊子約１万１千円という申請手数料を維持し
ている。

○ 予定価格について資料を拝見すると「見積書
を精査したところ適当と判断されるため、本
契約事業者の見積額を採用した」とあるが、
見積書自体には細かい情報が記載されていな
いが、内訳は精査されているのか。

● 然り。減価償却に係る部分や、材料費、労務
費、人件費、また材料費等も本契約事業者か
ら提示された数字を全て細かく精査してい
る。

○ 一般管理費が約１８％弱となっているが、ど
のように決めたのか。

● 本契約事業者が行っている他業務、また、他
事業者の平均値が約２０％という点を考慮し
ながら、本契約事業者と交渉の上で決定し
た。

○ 落札率が６４％となっており経費を抑えられ
た印象だが、この結果をどう分析している
か。

● 落札率について内容を精査したところ、出張
経費及び消費税を除いた業務費が、他の二者
と比較し約１／２ほどとなっており、この部
分が他事業者と開いた原因だと分析してい
る。

○ 契約関係書類を拝見すると、設計図面は外交
上の秘に該当するため、一般競争入札ではな
く指名競争入札を採用したとのことだが、一
般競争入札との違いを具体的に教えていただ
きたい。

● 一般競争入札では図面等を広く応札事業者に
開示することになるため、それを避けるため
指名競争入札を採用した。指名競争入札は、
外務省の競争入札参加資格を有する事業者の
うち、格付けＡまたはＢに該当する事業者に
対してのみ入札参加意向の確認をし、参加意
向があった事業者に対してのみ必要な工事の
図面等を提示し入札を実施した。

○ 格付けは常時見直しているリストがあるの
か。また外務省だけではなく各省庁全体で使
用しているものなのか。

● 役務提供については全省庁統一で審査をして
いるという認識であるが、工事については各
省毎の審査・登録となる。事業者の規模や官
公庁での工事の受注実績などを踏まえ当省の
会計課でランク付けを実施しており、当該リ
ストに基づいて事業者に声をかけている。

委員 外務省

③－２：「在パラグアイ日本国大使館新営工事
に係る工事監理」業務委嘱



○ 本契約事業者は在外公館の工事について実績
のある事業者なのか。

● 本契約事業者は外務省の格付けにおいて、最
優良であるＡランクで登録されている事業者
である。在外公館の建設に関してはまだ実績
がないが、中米では在外公館以外の施設にお
いて実績がある。

○ 再度入札の結果、落札者がいなかったため不
落随契になったということだが、状況をご説
明いただきたい。

● 本案件は１０月に第１回目の入札を実施した
結果、不落となった。その後、２月に第２回
目の入札を実施したところ、事業者からの入
札額が、外務省の入札基準価格内に収まらな
かったため不落となった。原因は経費の二重
計上や積算の必要がない消費税を計上してい
たことが判明し、それを修正することで入札
基準価格内に収まり、随意契約を行った。

○ 日本では一般的に資材価格や人件費等の高騰
により、予定していた金額での工事が難しく
なる傾向があるが、パラグアイでの建設事情
は日本と違いはあるのか。

● 日本とは大きく異なり、現地で施工する職人
の気質の問題や、また、現在本案件に先立
ち、借り上げ事務所への移転作業も行ってい
るが、作業がスケジュールどおりに進まない
ところがあるため、きちんと管理していく必
要がある。

○ 一義的には施工管理会社がきちんと対応して
いくが、外務省としても注意をする必要があ
るということか。

● 然り。その点も踏まえ、外務省の営繕担当職
員が２名現地に常駐し、現場の監理・監督を
行い、遅滞なく作業が進むよう注意してい
る。

○ 実際の施工は本契約事業者のみでできるの
か。仮に再委託する場合には再委託先が扱う
設計図などの秘密情報につき、契約上で制限
しているのか。

● ご指摘のとおり、図面の取り扱いなどきちん
と管理するように求めている。なお、保秘、
警備にかかるような図面は別図面にして取り
扱い、広く事業者の目に触れないよう配慮し
ている。

○ 支払いのタイミング如何。 ● 支払いのタイミングは３種類あり、１つ目の
前払いは、年度ごとに事業者からの請求を受
け前年度の出来高完了時に支払う、２つ目が
部分払いとなり、その時点での出来高に応じ
て前払い分を控除した上で支払う。最後が最
終払いで、部分払いと前払いを除いた金額を
竣工時に支払う。

○ 民間の建設工事の場合には、おそらく年度毎
の支払いがなく、本件は特殊な支払い方法だ
と思うが、契約関係書類に支払いについて記
載はあるのか。

● 入札説明書の支払い条件という項目に記載し
ている。民間では着工時に１／３、棟上げ時
に１／３、竣工時に１／３が標準的と思料す
るが、本案件の場合はこのような形で支払い
をしている。

○ 契約案件名のみを拝見すると、なぜ随意契約
なのか疑問に感じたが、説明や資料を確認
し、これまで省内の一部で行っていた運用を
外務省内全体に展開するため、引き続き本契
約事業者に依頼する必要があると理解した。
見積書の内容等をデジタル統括アドバイザー
やＣＩＳＯ補佐官に確認したとのことだが、
ＣＩＳＯ補佐官等からは密なアドバイスが
あったのか。

● デジタル統括アドバイザー等は様々なケース
を経験しており、これまでの単価の相場観や
工数、利用者数に対しての金額等、また、必
要最低限の作業量になっているか、必要な業
務内容かという観点からも比較し、全体的な
アドバイスを受けている。

外務省

⑥－３０：「生成ＡＩ活用の本番環境における
運用に係る追加」業務委嘱

⑥－６９：「在パラグアイ日本国大使館新営工
事」業務委嘱

委員



○ 契約関係書類を拝見すると、契約日が令和７
年２月４日であり、同日から利用開始するこ
とになっているが、契約日からすぐに利用が
可能なのか。

● 本案件は、年度当初から環境構築を行ってい
た事業者からのリクエスト回数の追加購入で
あるため、指定した契約開始日から利用が可
能であった。

○ 今回の審議対象案件のうち、会計手続システ
ムに係る４案件（本案件及び以下３件）は全
て本契約事業者と随意契約をしているがその
理由如何。また、４案件とも本契約事業者と
契約することで経費削減に繋がっているの
か。

● 本案件のＯＳＳ（オープンソースソフトウェ
ア）化に関する調査については、現行の会計
手続システムの詳細を熟知した上で、ＯＳＳ
化にあたり生じる影響等を理解し業務を遂行
する必要があることから、現行の会計手続シ
ステムの構築事業者である本契約事業者に依
頼せざるを得ない。また、随意契約の理由
は、４案件いずれも同様である。なお、案件
同士でプログラムの調査対象や修正箇所が重
複する部分は作業を圧縮することで経費削減
を図っている。

○ 現行のソフトウェアを継続使用する場合より
も、本システムをＯＳＳ化する方が本案件の
調査・検証作業に係る経費を含めても結果と
して経費削減に繋がるのか。

● 現行のソフトウェアのライセンス価格が今後
上昇することが判明しており、試算した結果
ＯＳＳ化する方が削減効果が出ることが見込
まれたため、ＯＳＳ化を図っていく必要があ
ると判断し、本作業を行うこととした。

○ 本契約案件はＯＳＳ化が困難である可能性も
見据えての調査か。あるいは、ＯＳＳ化が可
能という見込みは、本案件とは別の検討など
があったのか。

● ＯＳＳ化自体は技術的に可能なため、困難で
あることは想定していない。本案件はその対
象範囲が本システムの中でどこまで影響が及
ぶのかを事前調査として行うものである。

○ 決裁関係書類には契約概要の説明箇所にオン
プレミスからのクラウド化や、オープンソー
ス化、本システムの基盤のリプレース等につ
いて触れられているが、本件業務の原因は何
か。また、実際のＯＳＳ化作業や、今後発生
する関連作業についても本契約事業者と継続
的に契約する予定なのか。

● 本件業務は、ライセンスコストの増加が一義
的な原因である。本契約事業者は本システム
の構築事業者であるため、同システムの構成
や詳細を熟知しており、仮に本契約事業者以
外と契約する場合、引継ぎ作業に係る経費等
が発生することから、経済性・合理性の観点
からも本契約事業者と契約することが適当で
あると考える。他方、今後、軽微な作業や個
別に切り出して対応できる作業については、
他事業者の参入が可能かどうかを含めて検討
していく。

○ 現在の業務フローにソフトを合わせるのでは
なく、システムやソフトに合わせて業務フ
ロー自体を見直すことにより、他事業者の参
入の可能性や経費削減が考えられるとも考え
られるが、そのような検討はされているの
か。

● 業務フローの見直しによりシステムの開発費
等を削減できるのかについては、今後システ
ムの世代交代の際に、システムの構成等を踏
まえた妥当性、業務合理化の余地につきコン
サルタントを活用することも含めて検討して
おり、本契約事業者以外の参入可能性につい
ても、長期的に見直しを検討していく所存で
ある。いずれにせよ、あらゆるシステム関連
契約について、業務フローの見直しによる経
費削減の可能性を不断に検討していくことは
不可欠と認識。

○ 会計手続システムのＯＳＳ化は他省庁でも実
施しているのか。

● 会計手続システムは外務省固有のシステムで
ある。

○ 外務省は勤務形態が特殊なため、固有システ
ムとして会計手続システムが必要という理解
か。

● 然り。外務省では外国送金業務や在外公館で
の経理等、外務省独自の執行があり、省庁共
通のシステムのみでは運用出来ない部分があ
るためである。

委員 外務省

⑥－８：「会計手続システムのＯＳＳ化等の調
査・検討・検証作業」業務委嘱



（上記２件はまとめて質疑応答が行われた
が、特段の質問等はなかった。）

○ 在外公館に勤務する職員の手当は一律外貨支
給か、あるいは職員の希望により邦貨支給が
可能なのか。また、外貨はドルやユーロなど
の主要通貨か、現地通貨か、あるいは職員が
選択できるのか。合わせてそれぞれの支給通
貨の割合も教えていただきたい。

● 「在外公館の名称及び位置並びに在外公館に
勤務する外務公務員の給与に関する法律」に
基づき、在勤手当は一律外貨にて支給される
こととなっている。支払通貨は公館ごとに設
定されているため、職員個人が選択すること
はできない。具体的な割合は把握していない
が、大半の公館において米ドル又はユーロに
よる支給が行われていると承知している。

○ 必ずしもその国の現地通貨で支給するのでは
なく、地域等によりドルやユーロでの支給と
なるのか。

● 然り。現地の生活実態や兌換性などを考慮し
た上で支払い通貨が決定されているものと理
解している。

○ 本案件はシステム改善調査であるが、改善作
業自体も本契約事業者と契約するのか。

● 本システムを理解した上で、外貨を適切に取
り扱えるよう検討するにはシステムの構築事
業者以外では技術的に困難であることから、
本契約事業者と契約することになると見込ん
でいる。

外務省

⑥－２１：「会計手続システムにおける外貨建
て支給の合理化のためのシステム改善調査作
業」業務委嘱

⑥－９：「会計手続システムにおけるミドル
ウェア（ＥＴＬミドルウェア）の変更作業」業
務委嘱

委員

⑥－１０：「会計手続システムにおけるミドル
ウェア（帳票ミドルウェア）の変更作業」業務
委嘱


